
市有財産売買契約書
売主　東京都羽村市(以下「甲」という。)と買主　　　　　　（以下「乙」という。)との間に、次の条項により市有財産売買契約を締結する。

（売買物件）

第１条　甲は、その所有する次の市有財産（以下「売買物件」という。）を現況有姿のまま乙に売り渡し、乙はこれを買い受ける。
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（売買対象面積）

第２条　甲及び乙は、売買物件を登記簿上の表示面積により売買するものとし、登記簿上の表示面積と実測面積とが相違した場合であっても、互いに異議を申し立てないとともに、売買代金増減の請求をしないものとする。
（売買代金）

第３条　売買代金は、金　　　　　　　円とする。
（売買代金の支払い）

第４条　乙は、第３条に定める売買代金を、この契約締結の日に甲へ支払うものとする。

（所有権の移転）

第５条　売買物件の所有権は、前条に規定する代金の支払いを完了したときに、甲から乙へ移転するものとする。

（所有権の移転登記）

第６条　売買物件の所有権の移転登記は、乙が第４条に規定する代金の支払いを終えた後、直ちに甲から乙へ所有権移転登記を行う。

２　前項の所有権移転登記に必要な費用は、乙の負担とする。

（物件の引き渡し）

第７条　売買物件は、第５条の規定によりその所有権が移転したときには、乙に対し現状のまま引き渡しがあったものとする。
（契約不適合責任）

第８条　買主は、本契約締結後、売買物件に地積の不足その他契約の内容に適合しないことを発見しても、履行の追完の請求、売買代金の減免若しくは損害賠償の請求、又は契約の解除をすることができないものとする。ただし、乙が消費者契約法（平成１２年法律第６１号）第２条第１項に定める消費者に該当する場合は、売買代金の減免請求若しくは損害賠償の請求又は契約の解除について、引き渡しの日から１年以内に甲に対して協議を申し出ることができるものとし、甲は協議に応じるものとする。
（公序良俗に反する使用の禁止）
第９条　乙は、売買物件を暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号。以下「暴対法」という。）その他の法律の規定に基づき公の秩序を害するおそれのある団体等であることが指定されている者の事務所又はその他これに類するものの用に供し、若しくは、これらの用に供されることを知りながら、売買物件の所有権を第三者に移転し、又は売買物件にかかる賃借権、使用貸借による権利その他の使用及び収益を目的とする権利を第三者に取得させてはならない。
（風俗営業等の禁止）

第１０条　乙は、この契約締結の日から５年間、売買物件を風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律（昭和２３年法律第１２２号）第２条第１項に規定する風俗営業、同条第５項に規定する性風俗関連特殊営業その他これらに類する業の用に供し、若しくはこれらの用に供されることを知りながら、売買物件の所有権を第三者に移転し、又は売買物件にかかる賃借権、使用貸借による権利その他の使用及び収益を目的とする権利を第三者に取得させてはならない。
（土地利用に当たっての留意事項）

第１１条　乙は、開発行為を行うときは、都市計画法関連及びその他関係法令を遵守するものとする。
（実地調査等）

第１２条　甲は、前３条に定める内容に関し、甲が必要と認めるときは、実地調査を行うことができる。

２　乙は、甲から要求があるときは、売買物件について利用状況の事実を証する登記事項証明書その他の資料を添えて売買物件の利用状況等を甲に報告しなければならない。

３　乙は、正当な理由なく前２項に定める実地調査を拒み、妨げ若しくは忌避し又は報告若しくは資料の提出を怠ってはならない。
（違約金）

第１３条　乙は、次の各号に定める事由が生じたときは、それぞれ各号に定める金額を違約金として甲に支払わなければならない。

(1) 第９条、第１０条、第１１条に定める義務に違反したときは、売買代金の１０分の３に相当する額
(2) 前条に定める義務に違反したときは、売買代金の１０分の１に相当する額
２　前項の違約金は第１８条に定める損害賠償額の予定又はその一部とは解釈しない。
（契約の解除等）

第１４条　次の各号に定める事由が生じたときは、甲は催告を要しないで、直ちに、本契約を解除することができる。この場合において、乙に損害を与えても、甲は補償の責めを負わない。

(1) 乙が、本契約に定める義務を履行しないとき。

(2) 乙が、本契約に定める義務に違反したとき。

(3) 乙から契約解除の申し出があったとき。

(4) 乙が、第９条、第１０条、第１１条の定めに違反したとき、又は違反する恐れがあると甲が認めたとき。

(5) 乙が、本契約の締結にあたり虚偽の申請を行ったことが判明したとき。

（返還金等）

第１５条　甲は、前条に規定する解除権を行使したときは、乙が支払った売買代金を返還する。ただし、当該返還金には利息を付さない。

２　甲は、解除権を行使したときは、乙の負担した契約の費用は返還しない。

３　甲は、解除権を行使したときは、乙が売買物件に支出した必要費、有益費
その他一切の費用は返還しない。
（原状回復義務等）

第１６条　乙は、第１４条の規定により本契約が解除されたときは、甲の指定する日までに、乙の負担において売買物件を原状に回復して甲に返還しなければならない。ただし、甲が当該売買物件を原状に回復させることが適当でないと認めたときは、現状のまま返還することができる。

２　乙は、前項の規定により売買物件を甲に返還するときは、甲の指定する日までに当該売買物件の所有権移転登記の抹消登記等に必要な書類等を甲に提出しなければならない。

３　乙は、第１項の規定により返還された売買物件に、乙所有の残置物があるときは、その所有権を放棄したものとみなし、甲において当該残置物を処分しても異議を述べることはできない。
（損害賠償）

第１７条　甲は、乙が本契約に定める義務を履行しないため損害を受けたときは、その損害の賠償を請求できる。
（返還金の相殺）

第１８条　甲は、第１５条第１項の規定により売買代金を返還する場合において、乙が、第１３条第１項に定める違約金及び前条に定める損害賠償金を支払う義務があるときは、返還する売買代金の全部又は一部と相殺することができる。

（契約の費用）

第１９条　本契約の締結及び履行等に関して必要な一切の費用は、全て乙の負担とする。
(疑義の決定等)

第２０条　本契約について疑義を生じたとき又は本契約に定めのない事項については、甲乙協議のうえ決定する。
(管轄裁判所)

第２１条　この契約から生ずる一切の法律関係に基づく訴えについては、甲の所在地を管轄する地方裁判所をもって第一審の管轄裁判所とする。

　甲と乙とは、本書を２通作成し、それぞれ記名押印の上、その１通を保有する。

令和　　年　　月　　日

　　　　　　　　　　　　甲　東京都羽村市緑ヶ丘五丁目２番地１

       　　　　　　　　　　 東京都羽村市

　　　　　　　　　　　　　　代表者　羽村市長　　　　　　　　　　印

　乙　住所

 　　 
氏名　　　　　　　　　　　　　　　　印　
 　　 
標準書式









